
H16.1 概要 

 
 

 

｢法定調書顧問｣ 平成16年度年末調整対応版 概要(Ｖｅｒ.H16.1) 

｢法定調書顧問 Ver.16.1｣で対応された内容についてご案内致します。 
 

1．データ移行対象バージョン 
データ移行保証バージョン・・・Ver.15.10 

上記のバージョンからデータ移行が可能です。 

＜上記以外のバージョンをお使いの場合＞ 

バージョンアップの際にデータが正常に変換できない可能性があります。変換ができない場合はデータを新たに

入れ直してお使いいただくことになります。変換後のデータをよくお確かめいただきご利用ください。 

2．法改正の内容とシステムの対応について 
システムに関係する法改正の内容は次のとおりです。 

●配偶者特別控除制度の一部廃止 

平成15年度の税制改正により、配偶者特別控除のうち控除対象配偶者 (合計所得金額38万円以下の配偶者)

について配偶者控除に上乗せして適用される部分が廃止されました。 

※システムでは、年末調整の計算において、配偶者区分が「一般」または「老人」の場合には、配偶者特別控

除の計算を止めて、上乗せして適用される部分が計上されないように対応しました。 

●帳票変更 

①法定調書合計表 
サイズが A4 サイズに変更され、控用が複写式になりました。その他、次の点が変更されています。 

■給与所得の源泉徴収票合計表部（315） 

・「災害減免法により徴収猶予したもの」の「人数」と「金額」を OCR 枠に変更 

・「源泉徴収票の提出媒体」に、「13＝FD・MO による提出」と「15＝電子申告による提出」の 2

つの提出区分を追加 

■退職所得の源泉徴収票合計表（316） 

・（A）退職手当等の総額の「人数」が OCR 枠に変更 

■報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書合計表（309） 

・ 11 号該当部分の記載欄を削除 

・ 「災害減免法により徴収猶予したもの」の「人数」と「金額」を OCR 枠に変更 

■欄外 

・＜電算機による経理処理＞および＜電算機の種類＞に関する記載欄を削除 

・右欄外の【提出期限は平成 XX 年 X 月 X 日です】の記載を削除 

※システムではこれらの様式変更に対応しました。なお、控用(複写)への直接印刷には対応しませんのでご

了承ください。 

②給与支払報告書／源泉徴収票 
次の国税局管内の税務署または市区町村から支給される用紙が変更されました。 

名古屋国税局/大阪国税局/高松国税局/仙台国税局/金沢国税局/福岡国税局/札幌国税局/沖縄国税局 

東京、関東信越、広島、熊本の各国税局については変更ありません。  

※システムでは、様式変更された各税務署支給用紙に印字できるように対応しました。 

●老年者控除の廃止  

所得者本人が年齢65歳以上で、かつ、合計所得金額が1,000万円以下である場合に適用される老年者控除（50

万円）が、廃止されました。 （平成17年分以後の所得税について適用） 

また、毎月（日）の給料や賞与などの源泉徴収税額の算定に際し、所得者が老年者に該当する場合において扶

養親族等の数に1人を加える措置は、老年者控除の廃止に伴い、平成17年1月1日以後に支払うべき給料又は

賞与から、その適用がないこととされました。 

※17年分以後の所得税について適用される老年者控除の廃止につきましては、平成17年版で対応予定です。 
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3．機能アップの内容 

●データ選択・保守画面での機能追加 

①一括処理対応 
バックアップ、リストア、年度更新の各処理を複数会社選択して処理できるように対応しました。 

②年度更新処理画面への注意事項欄の追加 
年度更新処理時、編集される項目について確認できる「更新処理の内容」ボタンを年度更新処理画面に追加

しました。 

③会社データ削除後の年度表示について 
会社を削除した後にデータ選択・保守画面に戻ると、常に年度が「すべて」の状態になっていましたが、削

除前に選択していた年度がそのまま表示されるように対応しました。 

●市区町村辞書機能の追加 
住民税の納付先を設定するときに、市町村コード、市町村名、郵便番号、住所、電話番号を辞書から呼び

出して登録することができるようになりました。 

また、市区町村へ給与支払報告書(総括表)等を郵送するときに便利な市町村ラベル印刷機能を追加しました。 

※ヒサゴ社製 ラベルシール(OP866)に対応しています。 

●検索機能の追加 

①会社データ検索機能 
データ選択・保守画面で、会社データを検索できる機能を追加しました。 

②従業員検索機能 
従業員を検索できる機能を追加しました。 

従業員検索機能は、次の各従業員選択画面で対応しています。 

従業員／個別入力、源泉徴収簿、給与支払報告書／源泉徴収票 

●年末調整および支払調書関連 

①退職所得の源泉徴収票の源泉徴収税額の端数処理について 
退職所得の源泉徴収税額で端数が生じた場合、100 円未満の端数は切り捨てるように変更しました。 

②源泉徴収票の提出区分欄の追加 
給与支払報告書/源泉徴収票の従業員一覧画面に「提出区分」欄を追加しました。 

●Storafileへの帳票出力対応  
すべてのプレビュー画面にファイリングボタンを追加して Storafile との連携ができるように対応しました。 

※Storafile(ストラファイル)：仕事に関わるすべての情報を整理・活用する情報資産管理ソフト 

Storafileに関してのお問合せはTEL：0570-000-017または下記ホームページへ 

     h t tp : / /www. i - l ove-epson . co . j p /  

4．データの互換性について 
平成 16 年版(Ver.H16.1)では、同じバージョンのみ他のシステム※とのデータの互換性があります。データ

の移行はバックアップとリストアで行います。 

※ InterKX 給与計算・法定調書、給与応援 Super ネットワーク版／スタンドアロン版、 

給与応援Lite、法定調書顧問 

5．動作環境 
CPU PentiumⅡ 400 MHz以上(PentiumⅢ 500 MHz以上を推奨) 

OS Windows®XP/ Me / 98 またはWindows® 2000/Windows NT® 4.0(SP4以上) 

メモリ 
Windows Me /98：64 MB以上(128 MB以上を推奨) 

Windows XP/2000：128 MB以上(256 MB以上を推奨) 

ディスプレイ 

解像度：1024×768(小さいフォント、Windows XPの場合：標準フォント)を推奨 

※大きいフォントでは正常に表示できません。 

表示色：256色以上、High Color(16ビット)以上推奨 

ハードディスク 76MB以上 

最大用紙サイズ B4判 

プリンタ※1 上記の対応OSで使用可能なレーザープリンタ及びインクジェットプリンタ(ADF付) 

※1：複写式の源泉徴収票を使用する場合は、エプソン製ドットプリンタで5枚以上の複写能力を持つ136
桁ドットプリンタをご使用ください。 
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6．源泉徴収票のご注文について 
次の専用紙は、該当年度に対応した専用紙を毎年用意します。このため、商品コードも年度ごとに変更されます。

ご注文をいただく際は商品コード(該当年度)をご確認の上、ご注文ください。 

商品コード 商品名 仕様 サイズ 入数(セット) 標準価格(税込)

AC2516 500 \6,300

AC2516S 
平成 16 年度版源泉徴収票 A4・４分割 A4 単票 

100 \1,365

白紙の帳票もご用意しています。 

商品コード 商品名 仕様 サイズ 入数(セット) 標準価格(税込)

AC24 1,000 \3,780

AC24S 
源泉徴収票・支払調書 A4・白紙・４分割 A4 単票 

250 \1,575

※改版商品に帳票サンプルが同梱されます。 

帳票のご注文に関しては下記の窓口へお問い合わせください。 

【エプソンＯＡサプライ(株)】 

・TEL：0120-251-528 <9:00～18:15(月～金)／9:00～17:00(土)> 

・FAX：0120-557-765 <24h 受付> 

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ：http://epson-supply.jp/ <24h 受付> 

7．プロダクトIDについて 
プログラムのセットアップ(インストール)時にプロダクトＩＤを入力していただきます。プロダクトＩＤは製品固

有の24桁の数字で、同一のプロダクトＩＤは存在しません。1つの製品を複数のコンピュータにセットアップさ

れた場合、2台目以降では、別のプロダクトＩＤを入力されるまでプログラムの起動ができなくなります。 

プロダクトIDが記載されたラベルは、CD-ROMのケース(ライセンス商品の場合はライセンス使用許諾証または

プロダクトIDのご案内ハガキ)に貼られます。詳細は改版商品に同梱のご案内(手順書)をご参照ください。 

ライセンス商品のご案内 

｢応援シリーズ｣で、同一プログラム(スタンドアロン版)を複数本使用される場合、２本目以降を割安価格

でお求めいただけるライセンス商品(及び年間プログラム保守契約)をご用意しています。 

■ライセンス商品はこんなときに最適です。 

①企業又は会計事務所内において、複数台のパソコンで使用する場合 

②本社以外の出先拠点(支社、営業所等)において使用する場合 

③会計事務所において、在宅処理や外出先処理(モバイル用途)等の所外で使用する場合 

④学校等の教育用途として使用する場合 

 

 

 

【著作権･使用許諾契約について】プログラムを使用するには、著作権法及び使用権許諾契約により、１台の

コンピュータにつき１ライセンスの使用許諾が必要です。  
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